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派遣法は　なぜ廃止できないのか！？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＡＣＷ２運営委員・ＰＥＣＯ　屋嘉比ふみ子

１　女性の貧困の歴史的・構造的仕組み
· １９８５年　女性労働者を３分割[image: image1.emf]２００７年度民間給与階級別人数
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その根拠は？


日本の非正規労働の実態と政府の法的施策
★規制緩和による非正規の拡大　　　　　　　　　　　
08年、非正規労働者数1,732万人(37%)　　
年収200万円以下1,022万人　　　　　　　　　　

女性労働者の55％が非正規（非正規全体の70％）　 
★登録型派遣労働者の推移

景気・政策に最大限左右されつつ増大

（女性比率96％～98％）


　　

１　派遣労働者の実態
労働者派遣法により、「レンタル商品」扱い、賃金のダンピング、セクハラ・パワハラの横行、福利厚生差別、社会保険不加入、安全衛生と労災補償の分離、組合活動の困難性、職場を転々とする孤独等まったく展望が持てない働き方が定着し、「働いても生きていけない」労働者を大量に生み出した。　　

１）派遣労働問題＝女性労働問題
97年の労働省調査では派遣の88.6％が女性労働者。また同年の26業務中の女性の割合は、主要なものでは、事務機器操作（95.9％）、ファイリング（99.0％）、財務処理（100％）、性別職務分離は明白であり、派遣労働の賃金が年々ダンピングされてきた理由。ジェンダーの視点にたった施策がなければ、労働条件の劣化が男性にも大きな影響を及ぼすことは、派遣法20数年間の中で明らかにされた。

２）登録型派遣は即刻禁止に
登録型派遣は、「女性のニーズがある」「均等法から漏れてしまった女性を救う」という観点（高梨昌・派遣法考案者）から、女性労働者の雇用管理のために導入されたが、正社員の代替として機能させられている。登録型派遣の常用化について、転換制度を設けるあるいは直接雇用を推進するという努力義務規定は、当事者の声が受け入れられる保障はなく、期間の定めのない労働契約と同じ法的保護が前提でなければ派遣元会社の恣意的意向に左右され、登録型派遣を「身分制度化」する結果につながる。
２　派遣法「改正案」でさらに進む規制緩和
１）日雇い派遣の全面禁止の内実

「改正案」では、日雇い派遣は原則禁止と謳いながら、30日以内と限定し、専門18業務は禁止の対象外とされた。18業務の大半は、専門26業務のうちでも女性の割合が極めて高い業務。18業務をポジティブリスト化して日雇派遣を認めることは、女性の日雇派遣の常態化及び正社員の代替化の促進という危険性をはらんでいる。雇用責任や契約関係の法的効力が明記されておらず、31日契約締結など脱法が横行することを危惧せざるを得ない。
日雇い派遣禁止の対象外18業務
1 ソフトウェア開発、②機械設計、③事務用機器操作、④通訳・翻訳・速記、⑤秘書、
⑥ファイリング、⑦調査、⑧財務管理、⑨引取文書作成、⑩デモンストレーション、
⑪添乗、⑫案内・受付、⑬研究開発、⑭事業の実施体制の企画・立案、⑮書籍等の製作・編集、⑯広告デザイン、⑰OAのインストラクター、⑱セールスエンジニアの営業・金融商品の営業
IT技術の発展などもあって、派遣法施行当時は専門的といわれた仕事の多くは安上がりの派遣労働者を活用しようという企業の意向によって、一般事務の多くは派遣に置き換えられた。
現在では、金融・保険業、医療、福祉という業種で女性の派遣が多く、その他の業種でも正社員の仕事が女性の派遣労働者に代替されている。
日雇い派遣の労働者は、スポット作業（1日）・定番作業（継続）に分けられ、30社くらいを転々とする働き方。労働者としての誇りを持つことも、団結することも不可能な状況に置かれている。
さらに医療、福祉現場という人の命にかかわるような労働現場においてさえ、日雇い派遣という形でヘルパーや看護師が投入されている。民間ばかりではなく国立の施設が独立行政法人化したことに伴い、それまで国家公務員がやっていた仕事を派遣労働者に代替させている実態も多い。
継続して存在する業務に対して、雇用だけが日雇いというあり方はあからさまな人権侵害である。
２）均等待遇を義務化しない待遇改善
　同種の業務に係る一般の賃金水準を考慮して、派遣労働者の職務の内容・成果、意欲、能力または経験等を勘案した賃金決定を派遣元の努力義務とした案では、均等待遇を明記していない。あくまで「均衡処遇」と教育訓練の平等化を努力義務としているに過ぎず、実効性はない。もっと簡易かつ率直に、派遣先の正規職員の賃金水準との均等待遇を実現する義務を定めるべきで、また教育訓練の平等についても実施義務とすべき。

３）期間の定めのない雇用契約の事前面接解禁について
現行法でも、派遣先の違法な事前面接がすでに横行しており、雇用関係のない派遣先によって解雇が
堂々と行われている。雇用契約は派遣元と締結するのにも関わらず、派遣先が事前面接し労働者を特定

することは、もとより派遣労働とは言えず、派遣先の直接的な雇い入れと見なすべき。事前面接の解禁

は、労働者をより商品化するものであり、選別による社会的差別がより一層横行することにつながる。
４）雇用責任について
常用型派遣労働者には派遣法40条（雇用契約申込義務）適用対象から除外するという案は、専門26
業務において派遣労働者が派遣先会社の正社員に取って代わり、かつ派遣労働者は将来にわたって正社員への道が閉ざされてしまう結果を導く。

３　私たちが求める働き方
　間接雇用という人権侵害は憲法の理念、労基法の概念に反する。「99年以前に戻せ」という男性主導型労働組合の要求は、「派遣は女性だけにしろ」という要求に等しい。「抜本的改正など生ぬるい！即刻廃止だ！」という女性労働者の声は切実であり、労働者派遣法の存在自体を問う必要がある。
対策は？　議論を！
　ペイ・エクイティ（同一価値労働同一賃金）、ベーシック・インカム（基本所得保障）、リビングウェイジ（生活賃金）などなど。　
★シングル単位で人らしく生きられる社会に！
★スローガンだけでないワーク・ライフ・バランスやディーセント・ワークの実行を手にするために、私たちができることは？
★民間で働く女性労働者の43.7％、769万人が、貧困ラインと言われる年収200万円以下であり、この5年間で100万人も増えている。シングルマザーや単身高齢女性には厳しい労働環境である。

男女別年収分布（割合）　国税庁・民間給与実態統計調査（07年度）

男女別年収分布（人数）

➁労働者派遣法


女性労働政策⇒女性の間接雇用を合法化


当初専門職13業務→26業務に拡大（96年）。大半は女性が主力の業務


「女性のニーズ」「均等法から漏れた女性を救う」とのうたい文句。





根強い男性優位の発想


・女性の労働権（基本的人権）無視


・シングル単位で生きることの否定


・同一価値労働・差別賃金


・女性だけに求められる無償労働


　介護労働はその典型・差別の温床





差別を温存する本工主義の労働運動


女性の貧困、失業、低賃金は当たり前の現象として性別役割分業と家父長制度を黙認。ジェンダーの視点に立たたない運動論は女性労働問題の解決を具体化することができなかった。








04年以降、男性に派遣労働者が増大したため、ようやく非正規問題が浮上。


08年、世界的な金融恐慌により、製造業を中心に男性派遣労働者の大量解雇。





派遣労働者の大半が女性の時代は、運動内部でも問題視されなかった。


そして、今でも女性の派遣やパートは「自ら選んだ」と捨て置かれている。





３分割のベースとして、60年代から存在した主婦パート労働者、70年代以降の公務臨時職員、非常勤、契約社員など、大量の女性が非正規労働者として働いていた。





➂年金３号被保険者新制度


厚生年金加入の夫に扶養される専業主婦の優遇政策（2006.3時点で1,100万人）


年収130万円未満、配偶者の年収1／2未満の専業主婦は保険料免除


103万円の壁（配偶者控除と家族手当）　　　　





➀男女雇用機会均等法


①男性並み労働ができるごく少数の女性


②残業、配転、転勤ができない女性


のコース別（男女別）雇用管理制度が大企業中心に導入され、間接差別が合法化。





　男女雇用機会均等法


労働基準法改正→保護抜き平等


労働者派遣法→間接雇用の一部合法化（13業務）


年金３号被保険者制度


88年　労働基準法改正


→労働時間規制緩和、変形労働時間制


　パート労働法施行


95年　日経連「新時代の『日本的経営』」


96年　派遣の対象を26業務に拡大


97年　労基法改正→女性の深夜業禁止の廃止


労働者派遣法改正→派遣業務の原則自由化


00年  介護保険制度


　パートタイム労働研究会報告


→日本型均衡処遇ルールの確立


　労働基準法改正


→有期契約上限3年、裁量労働制規制緩和


職業安定法、労働者派遣法改正


→製造業務へ派遣拡大、派遣期間延長


　男女雇用機会均等法改正


　　　 製造業派遣の期間を1年から3年へ


　パート労働法改正


労働契約法施行


労働者派遣法「改正」案・国会提出




















事務用機器操作（一般労働者派遣事業）


�
人数（人）�
対前年


増減比（％）�
�
1986


1987
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1989


1990


1991


1992


1993


1994


1995
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1997


1998


1999�
10,380


18,456


24,872


35,965


47,218


65,216


64,317


62,046
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79,922


105,710


129,290


129,762


161,797�
   　－


＋77.8


＋34.8


＋44.6


＋31.3


＋38.1


－ 1.4


－ 3.5


＋ 7.2


＋20.2


＋32.3


＋22.3


＋ 0.3


＋24.7�
�
出典　労働省職業安定局，1997年


『図表労働者派遣事業平成8年度版』雇用問題研究会より作成　女性労働研究４０から転載





中曽根内閣の確信犯的な総評潰しによって、労使協調路線が定着








はみ出したシングル女性やシングルマザーの貧困





家庭基盤充実政策（男性正規社員⇒企業戦士を支える妻の評価）の浸透





主婦パートの増大





　登録型派遣の女性労働者の意見（08．12.11「なくせワーキングプア」大阪での集会）


10社に登録しているが、それは一つの会社では仕事がなかなか来ないから。また、求人誌などでいい条件の派遣があったので申し込むとそれはもう満杯になったが登録だけしておくようにといわれて、そのようなことが続いて登録が増える。人を集めて登録させるためのニセ情報の可能性あり。


「事務用機器操作、ファイリング」というのが派遣対象の専門職というが、やるのは、パソコンワーク、データ入力、文書作成、電話での苦情対応などで、専門職ではない。�　私が耐えられなかったのは、仕事が終わった後、年下の正社員の前に100名近い派遣が列を作って並び、頭を下げてお礼を言って、一日の労働時間の確認ハンコをもらわねばならなかったこと。�　派遣会社や派遣先企業は派遣労働者を人間と見ていない。人材という商品、サンプルといわれて、事前面接が常に行われている。6人連れて行ってこの中から3人を選んでくださいとか。事前履歴書も横行していて、個人のプライバシーはない。�　派遣労働者は、お互いに自分の派遣料金（賃金）を言わないようにさせられていて、それが「派遣の品格」だと思い込まされていた。これは異なる派遣元会社による賃金差を隠し、労働者が疑問を持ち、文句を言って労働運動になることを妨害するためのもの、労働者を団結させないための仕組みだ。『蟹工船』のとき以上に、今の派遣労働者はバラバラで、団結しにくい。


派遣法は現代の団結禁止法といえる。なぜ「派遣法の抜本的改正」などという生ぬるいことをいうのか！間接雇用のひどさを認識し、労働者派遣法そのものを即刻廃止すべきだ！
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